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2011年 2012年 2013年 2014年

2013年と

2014年の差

192,861 191,770 190,106 188,540 ▲ 1,566

44,094 45,707 48,818 52,932 4,114

40,705 43,332 47,072 50,548 3,476

3,389 2,375 1,746 2,384 638

1,136 1,117 877 1,140 263

横浜保育室 1,028 965 716 863 147

家庭的保育事業 52 59 84 107 23

幼稚園預かり保育 23 5 3 19 16

事業所内保育 0 19 22 44 22

年度限定型保育施設 - - - 18 -

一時保育・乳幼児の一時預かり施設 33 69 52 89 37

277 186 203 281 78

- 213 100 210 110

1,005 680 566 733 167

971 179 0 20 20

待機児童数等の状況（各年４月１日現在）待機児童数等の状況（各年４月１日現在）待機児童数等の状況（各年４月１日現在）待機児童数等の状況（各年４月１日現在）

＊１：育児休暇を取得されている方。

＊２：ご自身等でお子さんをみながら、インターネットなどを利用し、在宅で職を探している方。

＊３：１か所しか申し込んでいない方、２か所以上申し込んだ方で内定した保育所があるにもかかわらず、第１希望等

の保育所しか入園を望んでいない方など。

＊＊：新設園４・５歳児室を活用し、１・２歳児を年度末まで受け入れ。（横浜市発表資料より作成）

保育所申込者数(Ａ)

就学前児童数

横浜保育室等入所数(Ｄ)

区分

入所児童数(Ｂ)

主に自宅で求職活動されている方(Ｆ)(＊２）

特定保育園のみの申込者など(Ｇ)(＊３)

育休関係(Ｅ)(＊１)

入所保留児童数(Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ)

待機児童数(Ｈ)＝(Ｃ)－〔(Ｄ)+(Ｅ)+(Ｆ)+(Ｇ)〕

新設３１園のうち２３園が株式会社立新設３１園のうち２３園が株式会社立

横浜市がこのほど発表した保育所待機児童数等の状況によれば、申込者数は昨年より約4000人増え、入

所児童数も約3500人増えたものの、申し込んでも入所できなかった「入所保留児童数」は2384人でした。

市がいうところの「待機児童数」は20人でした。（下表参照）

問題多い株式会社立保育園

市は待機児童数解消に向けて、保育所の新設や増設などで2390人の定

員増を行いました。新設の保育所31のうち、株式会社運営が23園。これ

で市内全保育所611園のうちの165園(27％)が株式会社立となっています。

日本共産党は、株式会社立の保育園において、弾力運用の名のもとで、

本来子どもために使われるべき保育運営費が目的外支出された事例を具

体的に指摘してきました。本社の法人税の支払いや、市内外の保育園の

建設費に充填などです。また、保育士が定着しないなど保育の質が低下

する事例もあり、企業立の保育園で働く方からそれを裏付けるような内

部告発が相次いでいます。

待機児童解消に向けて保育園を整備することは必要ですが、同時に保

育の質を確保することも最重要課題です。

横浜市がこのほど発表した保育所待機児童数等の状況によれば、申込者数は昨年より約4000人増え、入

所児童数も約3500人増えたものの、申し込んでも入所できなかった「入所保留児童数」は2384人でした。

市がいうところの「待機児童数」は20人でした。（下表参照）

問題多い株式会社立保育園

市は待機児童数解消に向けて、保育所の新設や増設などで2390人の定

員増を行いました。新設の保育所31のうち、株式会社運営が23園。これ

で市内全保育所611園のうちの165園(27％)が株式会社立となっています。

日本共産党は、株式会社立の保育園において、弾力運用の名のもとで、

本来子どもために使われるべき保育運営費が目的外支出された事例を具

体的に指摘してきました。本社の法人税の支払いや、市内外の保育園の

建設費に充填などです。また、保育士が定着しないなど保育の質が低下

する事例もあり、企業立の保育園で働く方からそれを裏付けるような内

部告発が相次いでいます。

待機児童解消に向けて保育園を整備することは必要ですが、同時に保

育の質を確保することも最重要課題です。

設置主体 2013年 2014年

社会福祉法人 277 287

株式会社 142 165

有限会社 10 10

学校法人 20 20

NPO法人 17 18

一般財団法人 6 6

宗教法人 7 7

個　人 11 10

横浜市立 90 88

合　計 580 611

認可保育所の設置主体

（各年４月）


